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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第２期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しておりますので、それ以前については記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

回次 第２期中 第１期 

会計期間 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 981,831 1,523,158

経常利益 (百万円) 17,522 26,728

中間(当期)純利益 (百万円) 8,690 15,400

純資産額 (百万円) 70,621 57,796

総資産額 (百万円) 608,524 563,433

１株当たり純資産額 (円) 171.64 117.44

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 36.72 65.27

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 (円) ― ―

自己資本比率 (％) 11.6 10.3

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △6,005 21,870

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △398 △711

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 527 △18,032

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 (百万円) 25,321 31,028

従業員数 (人) 4,890 4,756



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第２期中間会計期間より中間財務諸表を作成しておりますので、それ以前については記載しておりません。 

３ 提出会社の１株当たり純資産額、１株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益について

は、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

  

回次 第２期中 第１期 

会計期間 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ８月２日 
至 平成17年 
  ３月31日 

営業収益 (百万円) 8,168 583

経常利益 (百万円) 7,844 38

中間(当期)純利益 (百万円) 7,801 14

資本金 (百万円) 20,000 20,000

発行済株式総数(普通株式) (株) 236,777,704 236,777,704

発行済株式総数(Ａ種優先株式) (株) 60,000,000 60,000,000

純資産額 (百万円) 49,186 41,391

総資産額 (百万円) 52,810 52,959

１株当たり中間(年間)配当額 (円) ― ―

自己資本比率 (％) 93.1 78.2

従業員数 (人) 22 22



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあ

りません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社および連結子会社と各社の労働組合との関係について、特記すべき事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

鉄鋼および鉄鋼周辺事業 4,676 

食品事業 92 

半導体事業 38 

不動産事業 54 

全社 30 

合計 4,890 

従業員数(人) 22 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

当中間連結会計期間は当社の半期報告書提出初年度であるため、前年同期と比較した記載は行っておりません。 

(1) 業績 

当上半期のわが国の経済は、個人消費や設備投資が堅調に推移したことなどから、緩やかな景気の回復が続きま

した。 

当社グループが主力とする鉄鋼業界におきましては、輸出は中国などアジアを中心とした鋼材の在庫調整などに

より減少しましたが、国内の自動車、造船など製造業向けの需要が好調に推移したことから、引き続き高水準の粗

鋼生産を維持しました。また鋼材価格は、汎用鋼材の一部で軟化傾向が見られましたが、自動車向けをはじめとす

る高級鋼材では、価格の改善が進展しました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、以下のとおりであります。 

  

①鉄鋼および鉄鋼周辺事業 

売上高は9,550億９百万円、営業利益は160億99百万円となりました。 

②食品事業 

売上高は188億95百万円、営業利益は１億80百万円となりました。 

③半導体事業 

売上高は71億59百万円、営業利益は１億７百万円となりました。 

④不動産事業 

売上高は７億67百万円となりましたが、81百万円の営業損失となりました。 

  

所在地別セグメントの業績を示すと、以下のとおりであります。 

  

①日本 

売上高は9,261億１百万円、営業利益は142億85百万円となりました。 

②その他の地域 

売上高は557億29百万円、営業利益は21億51百万円となりました。 

  

以上の結果、当上半期の連結業績につきましては、売上高は9,818億31百万円、営業利益は163億47百万円、経常

利益は175億22百万円となりました。また、固定資産減損損失15億24百万円を特別損失として計上いたしました結

果、中間純利益は86億90百万円となりました。 

  



  
(2) キャッシュ・フローの状況 

連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増加などにより、

60億５百万円の支出となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産や投資有価証券を売却する一

方で、投資活動を実施いたしました結果、３億98百万円の支出となりました。また、財務活動によるキャッシュ・

フローは、長期借入れによる収入などにより５億27百万円の収入となりました。 

以上の結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は、253億21百万円となりました。 

  

  

２ 【販売の状況】 

販売の状況につきましては、「１ 業績等の概要」における各事業の種類別セグメントの業績に関連付けて示して

おります。なお、主要な相手先別販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

(注) 上記における金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じ

た課題はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間において、特記すべき事項はありません。 

  

相手先 
当中間連結会計期間 

金額(百万円) 割合(％) 

ＪＦＥスチール 150,544 15.3 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、特記すべき事項はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。 

（注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

  

会社名 所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の 
内容 

投資予定額
資金調達方
法 

着手及び完
了予定 完成後の増

加能力 
(トン/月) 総額

(百万円) 
既支払額
(百万円) 

着手 完了 

広州川電 
鋼板製品 

広東省 
広州市 

鉄鋼および
鉄鋼周辺事

業 

スリッター 
レベラー 
プレス 等 

2,500 ―
自己資金
借入金 

平成17年
12月 

平成18年 
８月 

7,500



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

(注) 株式の消却が行われた場合には、会社が発行する株式の総数について、これに相当する株式数を減ずることとなります。 

  

② 【発行済株式】 

(注) Ａ種優先株式の内容は次のとおりであります。 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 260,000,000

Ａ種優先株式 60,000,000

計 320,000,000

種類 

中間会計期間末 

現在発行数(株) 

(平成17年９月30日) 

提出日現在 

発行数(株) 

(平成17年12月２日)

上場証券取引所名 内容 

普通株式 236,777,704 236,777,704 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

各市場第一部 

― 

Ａ種優先株式 60,000,000 60,000,000 ― （注） 

計 296,777,704 296,777,704 ― ― 

１ 優先配当金 

当社は、利益配当を行うときは、毎年３月31日の最終の株主名簿に記載または記録された本優先株式

を有する株主（以下「本優先株主」という。）または本優先株式の登録質権者（以下「本優先登録質権

者」という。）に対し、毎年３月31日の最終の株主名簿に記載または記録された普通株式を有する株主

（以下「普通株主」という。）または普通株式の登録質権者（以下「普通登録質権者」という。）に先

立ち、本優先株式１株当たり、以下に定める利益配当金（以下「本優先配当金」という。）を支払いま

す。 

(1) 本優先配当金の額 

本優先配当金の額は、本優先株式の１株当たりの発行価格に、それぞれの営業年度毎に当該営業年度

内の４月１日および10月１日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）に全国銀行協会がそれぞれ発表

する日本円６ヵ月物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート（日本円TIBOR）（ただし、

当日において発表されない場合には、これに準ずるものとして当社が適切と判断する銀行の表示する

利率を参考に、当社が合理的に定める率とする。）の２時点における数値の平均値に１％を加えた利

率（以下「本優先配当年率」という。）を乗じた金額（ただし、円位未満小数第３位までを算出し、

その小数第３位を四捨五入する。）（以下「本優先配当基準金額」という。）とします。 

ただし、発行日を含む営業年度から平成26年３月31日を含む営業年度までの各営業年度に係る本優先

配当年率は５％を上限とします。 

また、当該営業年度において次項に定める本優先中間配当金を支払ったときは、本優先中間配当金を

控除した額とします。 

本優先配当年率は、％位未満小数第４位を四捨五入します。 



  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 本優先中間配当金の額 

当社は、中間配当金を支払うときは、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された本優先

株主または本優先登録質権者に対し、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された普通株

主または普通登録質権者に先立ち、本優先株式１株につき各営業年度における本優先配当金の２分の

１の額の金銭（以下「本優先中間配当金」という。）を支払います。 

本優先中間配当金は、円位未満小数第３位を四捨五入します。 

(3) 非累積型 

本優先株主または本優先登録質権者に対して支払う本優先配当金が本優先配当基準金額に達しない場

合においても、その不足額は翌営業年度以降に累積しません。 

(4) 非参加型 

本優先株主または本優先登録質権者に対し、本優先配当金を超えて配当しません。 

２ 残余財産の分配 

当社の残余財産を分配するときは、本優先株主または本優先登録質権者に対し、普通株主または普通

登録質権者に先立ち、本優先株式１株につき発行価格相当額を支払います。本優先株主または本優先登

録質権者に対しては、前記のほか、残余財産の分配は行いません。 

３ 議決権 

本優先株主は株主総会において議決権を有しません。 

４ 新株引受権等 

当社は、法令に定める場合を除き、本優先株式について株式の併合または分割を行いません。また、

本優先株主に対しては、新株の引受権または新株予約権もしくは新株予約権付社債の引受権を与えない

ものとします。 

５ 消却 

当社は、法令の定めに従い、株主に配当すべき利益をもって、本優先株式を買い入れ、消却すること

ができます。 

６ 償還請求権 

本優先株主は、当社が普通株主または普通登録質権者に対して前営業年度に係る利益配当金の支払い

を行う場合には、各営業年度における８月１日から８月20日までの間（以下「償還請求可能期間」とい

う。）において、前営業年度の税引後当期純利益より利益配当金（本優先配当金を含む。）を差引いた

後の金額の２分の１に相当する金額または償還請求可能期間の直前の定時株主総会において報告され承

認された貸借対照表上の純資産額から(a) 商法第290条第１項各号の金額、(b) その定時株主総会におい

て利益から配当しもしくは支払うものと定めまたは資本に組入れた額、(c) その定時株主総会において

株式の買い入れのため決議した額の合計額を控除した額のいずれか小さい額（以下「償還限度額」とい

う。）を限度として、発行価額での償還を請求することができます。 

当社は、償還請求可能期間が満了する毎にその満了日から１ヵ月以内に、法令の定めに従い、償還手

続きに着手します。ただし、償還限度額を超えて本優先株主から償還請求があった場合、償還の順位

は、償還請求可能期間経過後において実施する抽選その他の方法により決定します。 

７ 普通株式への転換 

なし 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(4)【大株主の状況】 

① 普通株式 

平成17年９月30日現在 

  

② Ａ種優先株式 

平成17年９月30日現在 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金
増減額 
(百万円) 

資本金
残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 
(百万円) 

平成17年９月30日 ― 296,777 ― 20,000 ― 21,406 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

ＪＦＥスチール㈱ 東京都千代田区内幸町２丁目２番３号 91,312 38.56

川崎重工業㈱ 神戸市中央区東川崎町３丁目１番１号 11,961 5.05

川崎汽船㈱ 神戸市中央区海岸通８番 11,445 4.83

中央不動産㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目６番２号 9,856 4.16

日本トラスティ・サービス 
信託銀行㈱（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 7,990 3.37

日本マスタートラスト 
信託銀行㈱（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 5,619 2.37

清和綜合建物㈱ 東京都港区芝大門１丁目１番23号 5,200 2.20

東京リース㈱ 東京都新宿区西新宿６丁目10番１号 5,090 2.15

㈱みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 5,000 2.11

ＪＦＥ商事グループ 
取引先持株会 

東京都千代田区大手町２丁目７番１号 3,050 1.29

計 ― 156,524 66.11

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

ＪＦＥスチール㈱ 東京都千代田区内幸町２丁目２番３号 60,000 100.00



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成17年９月30日現在 

(注) １ 「無議決権株式」の株式の内容については、「１ 株式等の状況」の「(1)株式の総数等 ②発行済株式」に記載しており

ます。 

２ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株(議決権7個)含まれております。

  

② 【自己株式等】 
平成17年９月30日現在 

  

  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 Ａ種優先株式 60,000,000 ― (注)1 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
― ― 

普通株式 71,000

(相互保有株式) 
― ― 

普通株式 137,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 235,760,000 235,760 (注)2 

単元未満株式 普通株式 809,704 ― ― 

発行済株式総数   296,777,704 ― ― 

総株主の議決権 ― 235,760 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

ＪＦＥ商事 
ホールディングス㈱ 

大阪市北区堂島 
１丁目６番20号 

71,000 ― 71,000 0.03

大阪鋼圧㈱ 
大阪市大正区泉尾 
７丁目１番11号 

96,000 ― 96,000 0.04

阪和工材㈱ 
大阪市淀川区野中北 
１丁目４番15号 

40,000 ― 40,000 0.02

鐘光産業㈱ 
大阪市中央区南船場 
１丁目11番９号 

1,000 ― 1,000 0.00

計 ― 208,000 ― 208,000 0.09



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 
  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 498 457 397 416 547 615

最低(円) 406 366 353 352 362 507



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

     

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

     

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで)の中間連結財務諸表並びに当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表につ

いて、新日本監査法人の中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     25,676   31,750  

２ 受取手形及び売掛金 ※４   353,653   318,997  

３ たな卸資産     87,060   76,678  

４ その他     41,085   31,821  

５ 貸倒引当金     △1,943   △1,869  

流動資産合計     505,532 83.1  457,378 81.2

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1) 土地 ※４ 20,124   22,467    

(2) その他 ※1,4 19,297 39,422 6.5 18,868 41,336 7.3

２ 無形固定資産     6,055 1.0  3,925 0.7

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券  ※４ 47,562   43,234    

(2) その他   26,682   35,154    

(3) 貸倒引当金   △16,730 57,514 9.5 △17,595 60,792 10.8

固定資産合計     102,992 16.9  106,054 18.8

資産合計     608,524 100.0  563,433 100.0

        



  

  

    
当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛金 ※４   349,584   319,881  

２ 短期借入金 ※４   126,102   134,521  

３ その他     20,474   17,777  

流動負債合計     496,160 81.6  472,180 83.8

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※４   31,131   20,541  

２ 退職給付引当金     5,512   5,495  

３ その他     1,195   2,224  

固定負債合計     37,839 6.2  28,260 5.0

負債合計     534,000 87.8  500,441 88.8

            

(少数株主持分)           

少数株主持分     3,903 0.6  5,195 0.9

            

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     20,000 3.3  20,000 3.6

Ⅱ 資本剰余金     17,454 2.9  17,454 3.1

Ⅲ 利益剰余金     32,506 5.3  23,816 4.2

Ⅳ 土地再評価差額金     40 0.0  39 0.0

Ⅴ その他有価証券評価差額金     6,738 1.1  3,965 0.7

Ⅵ 為替換算調整勘定     △6,078 △1.0  △7,447 △1.3

Ⅶ 自己株式     △39 △0.0  △32 △0.0

資本合計     70,621 11.6  57,796 10.3

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

    608,524 100.0  563,433 100.0

        



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     981,831 100.0 1,523,158 100.0

Ⅱ 売上原価     940,530 95.8 1,450,041 95.2

売上総利益     41,301 4.2 73,117 4.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   24,953 2.5 46,557 3.1

営業利益     16,347 1.7 26,559 1.7

Ⅳ 営業外収益       

１ 受取利息   467 712   

２ 受取配当金   457 871   

３ 連結調整勘定償却額   143 ―   

４ 持分法による投資利益   1,045 1,234   

５ その他   1,434 3,548 0.4 2,395 5,213 0.3

Ⅴ 営業外費用       

１ 支払利息   1,486 3,011   

２ その他   887 2,374 0.3 2,034 5,045 0.3

経常利益     17,522 1.8 26,728 1.7

Ⅵ 特別利益       

１ 航空宇宙事業売却益   ― 1,571   

２ 固定資産売却益 ※２ ― ― ― 714 2,285 0.2

Ⅶ 特別損失       

１ 固定資産減損損失 ※３ 1,524 ―   

２ 投資有価証券評価損   ― 1,180   

３ 関係会社整理損   ― 879   

４ 固定資産売却損 ※４ ― 505   

５ 固定資産評価損   ― 1,524 0.2 393 2,959 0.2

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

    15,997 1.6 26,054 1.7

法人税、住民税及び事業税   2,658 4,935   

法人税等調整額   4,369 7,028 0.7 4,428 9,364 0.6

少数株主利益     278 0.0 1,289 0.1

中間(当期)純利益     8,690 0.9 15,400 1.0

        



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)        

Ⅰ 資本剰余金期首残高    17,454   17,156

Ⅱ 資本剰余金増加高        

１ 株式交換による増加   ―  273  

２ 自己株式処分差益   ― ― 24 297

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)残高    17,454   17,454

         

(利益剰余金の部)        

Ⅰ 利益剰余金期首残高    23,816   △9,470

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１ 中間(当期)純利益   8,690  15,400  

２ 資本剰余金からの振替額   ― 8,690 17,905 33,305

Ⅲ 利益剰余金減少高        

土地再評価差額金取崩額   0 0 19 19

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高    32,506   23,816

         



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

    
当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

税金等調整前中間(当期)純利益   15,997 26,054 

減価償却費   1,505 3,483 

連結調整勘定償却額   △143 ― 

引当金の増減額   △784 △12,867 

受取利息及び受取配当金   △925 △1,584 

支払利息   1,486 3,011 

持分法による投資利益   △1,045 △1,234 

航空宇宙事業売却益   ― △1,571 

固定資産売却益   ― △714 

固定資産減損損失   1,524 ― 

投資有価証券評価損   ― 1,180 

関係会社整理損   ― 879 

固定資産売却損   ― 505 

固定資産評価損   ― 393 

売上債権の増減額   △33,569 △11,489 

たな卸資産の増減額   △9,353 △10,427 

仕入債務の増減額   28,880 18,232 

未払消費税等の増減額   △1,983 ― 

その他   △1,802 5,939 

小計   △212 19,793 

利息及び配当金の受取額   1,062 2,016 

利息の支払額   △1,385 △3,025 

航空宇宙事業の売却による収入   ― 5,243 

法人税等の支払額   △5,470 △2,156 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △6,005 21,870 



  
  

    
  

    
当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

定期預金の預入による支出   △60 △369 

定期預金の払戻による収入   435 121 

有形固定資産の取得による支出   △2,187 △1,981 

有形固定資産の売却による収入   1,605 1,858 

無形固定資産の取得による支出   △2,495 △1,426 

投資有価証券の取得による支出   △1,239 △1,745 

投資有価証券の売却による収入   1,741 824 

貸付けによる支出   △49 △374 

貸付金の回収による収入   1,715 1,757 

その他   136 625 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △398 △711 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

短期借入金の増減額   △12,799 △17,921 

長期借入れによる収入   13,894 2,345 

長期借入金の返済による支出   △199 △2,418 

少数株主への配当金の支払額   △361 ― 

その他   △6 △38 

財務活動によるキャッシュ・フロー   527 △18,032 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   291 24 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △5,585 3,150 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   31,028 26,425 

新規連結適用に伴う現金 
及び現金同等物の増加高 

  ― 1,891 

連結除外に伴う現金 
及び現金同等物の減少高 

  △122 △439 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高   25,321 31,028 

      



  
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 １ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数        109社 

   主要な連結子会社の名称 

    ＪＦＥ商事 

    川商フーズ 

    川商セミコンダクター 

川商リアルエステート 

ＪＦＥ商事鉄鋼建材 

ＪＦＥ商事建材販売 

ＪＦＥ商事鋼管管材 

米国ＪＦＥ商事 

   なお、新設により５社を当中間連結会計期間よ

り、連結の範囲に含めております。 

   また、会社の合併及び会社の清算に伴い、２社

を連結の範囲から除外しました。 

 (1) 連結子会社の数        106社 

   主要な連結子会社の名称 

    「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」

に記載しているため省略しております。 

 (2) 主要な非連結子会社の名称 

    英国川鉄商事、ハイノード 

   連結の範囲から除いた理由 

    非連結子会社は、いずれも小規模であり、合

計の総資産、売上高、中間純損益及び利益剰余

金(持分に見合う額)等は、いずれも中間連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであ

ります。 

 (2) 主要な非連結子会社の名称 

    英国川鉄商事、川商ペラーミ、ハイノード 

   連結の範囲から除いた理由 

    非連結子会社は、いずれも小規模であり、合

計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余

金(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていないためでありま

す。 

２ 持分法の適用に関する事項 ２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法適用の非連結子会社数  ２社 

   主要な会社の名称 

    K NAKAJO KOZAI 

    NTI DEVELOPMENT 

   持分法適用の関連会社数  24社 

   主要な会社の名称 

    大阪鋼圧 

    ジェコス 

    阪和工材 

    KAWARIN ENTERPRISE 

   なお、議決権の所有割合の減少及び保有株式の

売却により３社を持分法適用の範囲から除外しま

した。 

 (1) 持分法適用の非連結子会社数  ２社 

   主要な会社の名称 

    K NAKAJO KOZAI 

    NTI DEVELOPMENT 

   持分法適用の関連会社数  27社 

   主要な会社の名称 

    大阪鋼圧 

    ジェコス 

    阪和工材 

    KAWARIN ENTERPRISE 

 (2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連

会社のうち主要な会社の名称 

   英国川鉄商事 

   ハイノード 

   持分法適用の範囲から除いた理由 

    持分法を適用していない非連結子会社及び関

連会社は、それぞれ中間連結純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないためであります。 

 (2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連

会社のうち主要な会社の名称 

   英国川鉄商事 

   川商ペラーミ 

   ハイノード 

   持分法適用の範囲から除いた理由 

    持分法を適用していない非連結子会社及び関

連会社は、それぞれ連結純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないためであります。 

 (3) 持分法の適用にあたり、発生した投資差額は、

原則として発生年度以降５年間で均等償却するこ

ととしております。 

 (3) 持分法の適用にあたり、発生した投資差額は、

原則として発生年度以降５年間で均等償却するこ

ととしております。 



  

  

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 ３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社のうち、中間決算日が中間連結決算

日と異なり、中間決算日の差異が３ヶ月を超えな

いため、当該子会社の中間決算日における財務諸

表を使用している子会社は56社であり、そのうち

主要な会社は次のとおりであります。 

  なお、中間連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。 

  連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異な

り、決算日の差異が３ヶ月を超えないため、当該

子会社の決算日における財務諸表を使用している

子会社は53社であり、そのうち主要な会社は次の

とおりであります。 

  なお、連結決算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行っております。 
  

連結子会社 中間決算日 

新潟スチール ７月31日 

VEST ７月31日 

米国ＪＦＥ商事 ６月30日 

浙江川電鋼板加工 ６月30日 

正廣達 ６月30日 

東莞川電鋼板製品 ６月30日 

CENTRAL METALS (THAILAND) ６月30日 

JFE SHOJI STEEL MALAYSIA ６月30日 

連結子会社 決算日 

新潟スチール １月31日 

VEST １月31日 

米国ＪＦＥ商事 12月31日 

浙江川電鋼板加工 12月31日 

正廣達 12月31日 

東莞川電鋼板製品 12月31日 

CENTRAL METALS (THAILAND) 12月31日 

JFE SHOJI STEEL MALAYSIA 12月31日 

４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① その他有価証券 

     時価のあるもの 

      中間決算日の市場価格等に基づく時価法

によっております。(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価は概ね、移

動平均法により算定しております。) 

     時価のないもの 

概ね、移動平均法による原価法によって

おります。 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① その他有価証券 

     時価のあるもの 

      決算日の市場価格等に基づく時価法によ

っております。(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は概ね、移動平

均法により算定しております。) 

     時価のないもの 

 概ね、移動平均法による原価法によって

おります。 

  ② デリバティブ 

    時価法によっております。 

  ② デリバティブ 

    時価法によっております。 

  ③ たな卸資産 

    概ね、移動平均法による原価法によっており

ます。 

  ③ たな卸資産 

    概ね、移動平均法による原価法によっており

ます。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 

    定額法等を採用している一部連結子会社を除

き、定率法によっております。 

    ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物(建物附属設備は除く)については、定額法を

採用しております。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 

    定額法等を採用している一部連結子会社を除

き、定率法によっております。 

    ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物(建物附属設備は除く)については、定額法を

採用しております。 

  ② 無形固定資産 

    定額法によっております。 

  ② 無形固定資産 

    定額法によっております。 



  

  

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、国内

連結会社では、概ね、一般債権については、貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

    また、在外連結子会社では個別判定による

貸倒見積相当額を計上しております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、国内

連結会社では、概ね、一般債権については、貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

    また、在外連結子会社では個別判定による 

貸倒見積相当額を計上しております。 

  ② 退職給付引当金 

    従業員に対する退職給付に備えるため、連結

会計年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、中間連結会計期間末におい

て発生していると認められる額を計上しており

ます。 

    なお、会計基準変更時差異は、概ね、15年に

よる按分額を費用処理しております。 

    過去勤務債務は、その発生時における従業員

の平均残存勤務期間による定額法により按分し

た額を費用処理しております。 

    数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間による定

額法により按分した額を、それぞれ発生した翌

連結会計年度から費用処理しております。 

  ② 退職給付引当金 

    従業員に対する退職給付に備えるため、連結

会計年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、連結会計年度末において発

生していると認められる額を計上しておりま

す。 

    なお、会計基準変更時差異は、概ね、15年に

よる按分額を費用処理しております。 

    過去勤務債務は、その発生時における従業員

の平均残存勤務期間による定額法により按分し

た額を費用処理しております。 

    数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間による定

額法により按分した額を、それぞれ発生した翌

連結会計年度から費用処理しております。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理によっております。 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段…金利スワップ取引 

    ヘッジ対象…借入金 

  ③ ヘッジ方針 

    金利変動リスクへの対応および借入金全体の

固定金利・変動金利の比率調整の対応を目的と

した取引を行い、一時的利益獲得を目的とした

投機的な取引は行いません。 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

    ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動額の累

計とヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動額の

累計とを比較し、両者の変動額等を基礎に判定

しております。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理によっております。 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段…金利スワップ取引 

    ヘッジ対象…借入金 

  ③ ヘッジ方針 

    金利変動リスクへの対応および借入金全体の

固定金利・変動金利の比率調整の対応を目的と

した取引を行い、一時的利益獲得を目的とした

投機的な取引は行いません。 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

    ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動額の累

計とヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動額の

累計とを比較し、両者の変動額等を基礎に判定

しております。 

 (6) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事

項 

   消費税等の会計処理 

    税抜方式によっております。 

 (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

    税抜方式によっております。 



  

  

  
  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金

の範囲 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲 

  手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以

内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない短期的な投資からなっておりま

す。 

  手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以

内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない短期的な投資からなっておりま

す。 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間連結会計期間より、「固定資産の減損に係

る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」(企業会計審議会 平成14年８月

９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月

31日)を適用しております。 

この結果、税金等調整前中間純利益は1,524百万円

減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の中間

連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控

除しております。 

  

――――――――― 



    
注記事項 

（中間連結貸借対照表） 

当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産 ※１ 有形固定資産 

減価償却累計額       37,649百万円 減価償却累計額       41,850百万円 

２ 保証債務 
次の各社等の借入に対し保証を行っております。 

２ 保証債務 

次の各社等の借入に対し保証を行っております。 

（注） 「※」印は関連会社であります。 

会社名 金額(百万円) 

※KAWARIN ENTERPRISE 1,131 

当社従業員 1,239 

その他 336 

計 2,707 

（注） 「※」印は関連会社であります。 

会社名 金額(百万円) 

※KAWARIN ENTERPRISE 1,341 

当社従業員 1,456 

その他 360 

計 3,158 

３ 受取手形割引高        4,182百万円 ３ 受取手形割引高        4,073百万円 

受取手形裏書譲渡高       287百万円 受取手形裏書譲渡高       385百万円 

※４ このうち、担保に供している資産及び対応債務

は、次のとおりであります。 

（注） 担保提供資産及び対応債務のうち、財団抵当

に供しているものは、次のとおりです。 

担保提供 
資産科目 

担保 
差入額 
(百万円) 

対応債務 
科目 

対応 
債務額 
(百万円)

土地 4,099 短期借入金 4,984

投資有価証券 3,596 長期借入金 1,371

受取手形 323 
支払手形及び
買掛金 

298

その他 2,880 その他 221

担保提供 
資産科目 

担保 
差入額 
(百万円) 

対応債務 
科目 

対応
債務額 
(百万円)

建物及び構築
物 

229 短期借入金 252

機械装置及び
運搬具 

20     

※４ このうち、担保に供している資産及び対応債務

は、次のとおりであります。 

（注）１ 関連会社の借入金226百万円を担保するため

物上保証に供しているものを含んでおります。 

２ 担保提供資産及び対応債務のうち、財団抵当

に供しているものは、次のとおりです。 

担保提供
資産科目 

担保
差入額 
(百万円)

対応債務 
科目 

対応 
債務額 
(百万円) 

土地 4,149 短期借入金 4,233 

投資有価証券
（注１） 

3,011 長期借入金 1,851 

受取手形 546
支払手形及び
買掛金 

97 

その他 3,069 その他 463 

担保提供
資産科目 

担保
差入額 
(百万円)

対応債務 
科目 

対応 
債務額 
(百万円) 

建物及び構築
物 

268 短期借入金 213 

機械装置及び
運搬具 

21 長期借入金 58 

５ 貸出コミットメント 

子会社であるＪＦＥ商事は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行15行と貸出コミットメン

ト契約を締結しております。 

当中間連結会計期間末における貸出コミットメン

トに係る借入金未実行残高等は以下のとおりであり

ます。 

  

貸出コミットメントの総額 25,000百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 25,000百万円

５ 貸出コミットメント 

子会社であるＪＦＥ商事は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行15行と貸出コミットメン

ト契約を締結しております。 

当連結会計年度末における貸出コミットメントに

係る借入金未実行残高等は以下のとおりでありま

す。 

  

貸出コミットメントの総額 25,000百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 25,000百万円



(中間連結損益計算書関係) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は、次のとおりであります。 

従業員給与・賞与         8,938百万円 従業員給与・賞与        16,146百万円 

退職給付費用           1,340百万円 退職給付費用           2,741百万円 

貸倒引当金繰入額          309百万円 貸倒引当金繰入額                 968百万円 

  ※２ 固定資産売却益は、主に事業用資産（船舶、土

地等）の売却によるものであります。 

※３ 固定資産減損損失   

当社グループは、減損損失の測定にあたり、原

則として、事業用資産、賃貸用資産、遊休資産、

共用資産に分類し、他の資産、または資産グルー

プから概ね独立したキャッシュ・フローを生成す

る最小の単位によって資産のグルーピングを行っ

ております。 

  

当中間連結会計期間において、継続的な時価の

下落に伴い帳簿価額に対し著しく時価が下落して

いる資産および資産グループ、営業活動から生じ

る損益が継続してマイナスとなっている資産およ

び資産グループについて、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、固定資産減損損失（1,524百万円）

を特別損失として計上しました。 

  

地域 主な用途 種類
減損損失 
（百万円） 

首都圏 
賃貸用資産、事業

用資産等 
土地、建物及
び構築物等 

762 

近畿圏 賃貸用資産等 
土地、建物及
び構築物等 

362 

その他 遊休資産等 
土地、建物及
び構築物等 

399 

  

※地域ごとの減損損失の内訳   

なお、資産グループの回収可能価額は正味売却

価額、あるいは使用価値により測定しておりま

す。回収可能価額を正味売却価額により測定して

いる場合には原則として不動産鑑定評価額により

評価しております。また、回収可能価額を使用価

値により測定している場合には、将来キャッシ

ュ・フローを6.0％で割引いて算定しております。 

地域 
土地 
(百万円) 

建物及び構
築物 

(百万円) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

首都圏 676 74 11 762

近畿圏 344 18 0 362

その他 330 68 0 399

  

  ※４ 固定資産売却損は、主に事業用資産（建物及び

構築物、土地等）の売却によるものであります。 



  
(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
  
現金及び預金 25,676百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △355百万円

現金及び現金同等物 25,321百万円

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 
  
現金及び預金 31,750百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △722百万円

現金及び現金同等物 31,028百万円

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

 (借手側) 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

 (借手側) 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当額
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

4,396 1,186 3,209

その他 2,162 825 1,337

合計 6,558 2,011 4,547

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

3,993 1,022 2,970 

その他 1,893 603 1,289 

合計 5,887 1,626 4,260 

２ 未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 1,050百万円

１年超 3,497百万円

合計 4,547百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 912百万円

１年超 3,348百万円

合計 4,260百万円

  (注) 取得価額相当額及び未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

  (注) 取得価額相当額及び未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定してお

ります。 

３ 支払リース料、減価償却費相当額 

支払リース料 524百万円

減価償却費相当額 524百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当額 

支払リース料 774百万円

減価償却費相当額 774百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

    

 オペレーティング・リース取引 

 (借手側) 

 オペレーティング・リース取引 

 (借手側) 

 未経過リース料 

１年内 15百万円

１年超 35百万円

合計 51百万円

 未経過リース料 

１年内 16百万円

１年超 43百万円

合計 59百万円



  
(有価証券関係) 

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  
２ 時価評価されていない有価証券 
  

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  
２ 時価評価されていない有価証券 
  

  

(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  

 (注) ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

種類 
取得原価 

(百万円) 

中間連結貸借

対照表計上額 
（百万円） 

差額

（百万円） 

株式 16,248 29,233 12,985

合計 16,248 29,233 12,985

内容 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式 5,591

その他 2

合計 5,594

種類 
取得原価 

(百万円) 

連結貸借対照

表計上額 
（百万円） 

差額

（百万円） 

株式 16,219 24,219 8,000

合計 16,219 24,219 8,000

内容 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式 6,742

その他 2

合計 6,745

対象物 
の種類 

取引の種類 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

契約額等 
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益
(百万円) 

契約額等
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円) 

通貨 

為替予約取引         

売建 13,018 13,200 △182 12,555 12,687 △131

買建 1,958 2,060 102 3,927 4,047 119

合計 ― ― △79 ― ― △11



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

(注) 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（336百万円）の主なものは、当社の一般管理費でありま

す。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

(注) １ 事業区分は、経営管理上の区分によっております。 

２ 各事業の主な取扱い品目は次のとおりであります。 

(1) 鉄鋼および鉄鋼周辺事業:造船材、厚中板、縞板、熱延薄板、冷延薄板、電磁鋼板、表面処理鋼板、亜鉛鉄板、ブ

リキ、鋼管、特殊鋼管、棒鋼、Ｈ形鋼、軽量型鋼、一般形鋼、コラム、線材、ステンレ

ス鋼、特殊鋼、舶用加工品、鉄筋加工品、溶材、鋼管加工品、鉄粉、スラブ、製鋼原

料、炭素製品、金属原料、石炭化学製品、無機化学品、各種樹脂原料、合成樹脂製品、

機能性化学品、石油製品、製鉄機械、製鉄資材、船舶、舶用機器、土木工事、テールア

ルメ工法、建築工事 

(2) 食品事業       ：缶詰製品、水産品、加工食品、農産・畜産物、飲料品 

(3) 半導体事業      ：半導体製品 

(4) 不動産事業      ：不動産 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（538百万円）の主なものは、当社の一般管理費であり

ます。 

  

鉄鋼および
鉄鋼周辺事
業 
(百万円) 

食品事業 
(百万円) 

半導体事業
(百万円) 

不動産事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

955,009 18,895 7,159 767 981,831 ― 981,831

(2) セグメント間の 
内部売上高又は 
振替高 

18 16 94 17 146 △146 ―

計 955,028 18,911 7,254 784 981,978 △146 981,831

営業費用 938,928 18,730 7,146 866 965,671 △187 965,484

営業利益又は 
営業損失(△) 

16,099 180 107 △81 16,306 41 16,347

  

鉄鋼および
鉄鋼周辺事
業 
(百万円) 

食品事業 
(百万円) 

半導体事業
(百万円) 

不動産事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

1,476,331 30,489 13,842 2,475 1,523,137 21 1,523,158

(2) セグメント間の 
内部売上高又は 
振替高 

708 825 79 13 1,626 △1,626 ―

計 1,477,039 31,314 13,921 2,488 1,524,764 △1,605 1,523,158

営業費用 1,449,731 31,362 13,849 2,742 1,497,684 △1,085 1,496,598

営業利益又は 
営業損失(△) 

27,308 △47 72 △253 27,079 △519 26,559



【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注) 日本以外の区分に属する主な国または地域 

その他の地域：アメリカ、中国、タイ、マレーシア 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) 日本以外の区分に属する主な国または地域 

その他の地域：アメリカ、中国、タイ、マレーシア 

  

  
日本 
(百万円) 

その他の地域
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上高 926,101 55,729 981,831 ― 981,831

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

30,604 1,355 31,959 △31,959 ―

計 956,706 57,085 1,013,791 △31,959 981,831

営業費用 942,420 54,934 997,354 △31,870 965,484

営業利益又は営業損失(△) 14,285 2,151 16,436 △88 16,347

  
日本 
(百万円) 

その他の地域
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上高 1,439,445 83,713 1,523,158 ― 1,523,158

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

47,486 5,374 52,860 △52,860 ―

計 1,486,931 89,087 1,576,019 △52,860 1,523,158

営業費用 1,464,637 84,750 1,549,388 △52,789 1,496,598

営業利益又は営業損失(△) 22,294 4,337 26,631 △71 26,559



【海外売上高】 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

(1) アジア：韓国、中国、タイ 

(2) その他の地域：アメリカ、リベリア、パナマ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の日本以外の国または地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

(1) アジア：韓国、中国、タイ 

(2) その他の地域：アメリカ、リベリア、パナマ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の日本以外の国または地域における売上高であります。 

  

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 246,343 51,797 298,140 

Ⅱ 連結売上高(百万円) 981,831 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

25.1 5.3 30.4 

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 363,342 73,333 436,675 

Ⅱ 連結売上高(百万円) 1,523,158 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

23.9 4.8 28.7 



(１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎   

  
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2)【その他】 

特記すべき事項はありません。 

  

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 171.64円 １株当たり純資産額 117.44円

１株当たり中間純利益 36.72円 １株当たり当期純利益 65.27円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益について
は、潜在株式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

項目 
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

中間(当期)純利益 (百万円) 8,690 15,400 

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ― 

普通株式に係る中間(当期)純利益 (百万円) 8,690 15,400 

普通株式の期中平均株式数  (千株) 236,670 235,929 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

    
当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)       

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   85   90    

２ 短期貸付金   8,800   10,500    

３ その他   1,560   4    

流動資産合計     10,445 19.8  10,595 20.0

Ⅱ 固定資産           

投資その他の資産           

(1) 関係会社株式    42,363   42,363    

(2) その他   1   0    

投資その他の資産合計   42,364   42,364    

固定資産合計     42,364 80.2  42,364 80.0

資産合計     52,810 100.0  52,959 100.0

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 短期借入金   3,550   11,456    

２ その他 ※２ 73   111    

流動負債合計     3,623 6.9  11,568 21.8

負債合計     3,623 6.9  11,568 21.8

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     20,000 37.9  20,000 37.8

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金   21,406   21,406    

資本剰余金合計     21,406 40.5  21,406 40.4

Ⅲ 利益剰余金           

中間(当期)未処分利益   7,816   14    

利益剰余金合計     7,816 14.8  14 0.0

Ⅳ 自己株式     △36 △0.1  △29 △0.0

資本合計     49,186 93.1  41,391 78.2

負債及び資本合計     52,810 100.0  52,959 100.0

        



② 【中間損益計算書】 

  

    
当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年８月２日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 営業収益       

１ 受取配当金   7,790 ―   

２ 経営管理料   377 8,168 100.0 583 583 100.0

Ⅱ 営業費用       

一般管理費     336 4.1 538 92.3

営業利益     7,831 95.9 45 7.7

Ⅲ 営業外収益       

１ 受取利息   57 0   

２ その他   0 58 0.7 0 1 0.2

Ⅳ 営業外費用       

支払利息     45 0.6 8 1.4

経常利益     7,844 96.0 38 6.5

税引前中間(当期)純利益     7,844 96.0 38 6.5

法人税、住民税及び事業税   45 27   

法人税等調整額   △2 43 0.5 △3 24 4.1

中間(当期)純利益     7,801 95.5 14 2.4

前期繰越利益     14 ― 

中間(当期)未処分利益     7,816 14 

        



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

  

  

  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度
(自 平成16年８月２日 
至 平成17年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

   子会社株式 

    移動平均法による原価法によっております。 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

   子会社株式 

    移動平均法による原価法によっております。 

２ リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認めら 

  れるもの以外のファイナンス・リース取引につい 

  ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計 

  処理によっております。 

  

――――――――― 

３ 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

３ 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度
(自 平成16年８月２日 
至 平成17年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間より「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

  

――――――――― 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末
(平成17年３月31日) 

１ 保証債務 

次の各社の仕入債務等に対し保証を行っており

ます。 

会社名 金額(百万円) 

ＪＦＥ商事建材販売 367 

ＪＦＥ商事鉄鋼建材 304 

ＪＦＥ商事 272 

中東川商フーズ 25 

川商セミコンダクター 16 

ＪＦＥ商事鋼管管材 7 

計 994 

１ 保証債務 

次の各社の仕入債務に対し保証を行っておりま

す。 

会社名 金額(百万円) 

ＪＦＥ商事建材販売 523 

ＪＦＥ商事 330 

ＪＦＥ商事鉄鋼建材 287 

ＪＦＥ商事鋼管管材 7 

計 1,148 

※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のう

え、金額的重要性が乏しいため、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しております。 

  



  
(リース取引関係) 

  
  

(有価証券関係) 

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

当社が保有する子会社株式で時価のあるものがないため、該当事項はありません。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

当社が保有する子会社株式で時価のあるものがないため、該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

特記すべき事項はありません。 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度
(自 平成16年８月２日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 (借手側) 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末残高相当額 

２ 未経過リース料中間期末残高相当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

５ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については

利息法によっております。 

  

取得価額 

相当額 

(百万円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

中間 

期末残高 

相当額 

(百万円) 

工具、器具 

及び備品 
4 0 4

ソフトウェア 3 0 3

合計 8 0 8

１年内 1百万円 

１年超 6百万円 

合計 8百万円 

支払リース料 0百万円 

減価償却費相当額 0百万円 

支払利息相当額 0百万円 

  

――――――――― 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第１期) 

自 平成16年８月２日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月２日

ＪＦＥ商事ホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＪＦＥ

商事ホールディングス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成

17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、ＪＦＥ商事ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計期

間より、「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」を適用して、中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 氏  原  修  一  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 谷  上  和  範  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 坂  井  俊  介  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月２日

ＪＦＥ商事ホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＪＦＥ

商事ホールディングス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第２期事業年度の中間会計期間(平成17

年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ＪＦＥ商事ホールディングス株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 氏  原  修  一  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 谷  上  和  範  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 坂  井  俊  介  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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